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幸福実現党政務調査会では、成長戦略部会を中心に、日本の目指すべき「未来ビジョ

ン」を検討しています。その基本的な考え方は以下の通りです。 

 

 

成長戦略ビジョン 

〇国力倍増に向けた成長戦略の構築 

・実質成長率 3%超（名目成長率 5%超）の持続的な経済成長の実現により、早期の GDP

倍増、3 倍増の達成を目指す。その実現に向け、消費税増税の中止と税率 5%への引き

下げ、法人実効税率 10%台への大幅な引き下げといった大胆な減税政策、徹底的な規制

緩和やリニア新幹線などの交通インフラ、新たな基幹産業となりうる分野へ大胆投資を

行うなど、国として明確な成長戦略を構築する。 

・移民の受け入れ拡大など人口増に向けた積極的な政策の実施、大胆な未来産業投資・

インフラ整備などを進めることで、現行１％未満とされる潜在成長率を、３％程度まで

に引き上げることを目指す。 

 

〇人口・社会保障 

・人口（とりわけ労働力人口）が国の経済成長の重要な規定要因の一つとなっているこ

とを踏まえると、昨今のわが国の人口減少傾向は国力低下に直結することは言うまでも

ない。こうした現実が到来することを忌避し、日本は確かな人口増政策を打ち出すべき

と考える。世界を牽引し新たな日本モデルを形成するに相応しい「3億人国家」を目指

すが、当面は「人口 1億 5千万人」国家を目標とし、出生率の改善策や、将来的には毎

年 50万人規模の移民受け入れ策を視野に入れたい。同時に、移民拡大や人口構造の変

化に適した環境整備を図るべく、将来的な労働法制のあり方などを検討する。 

・労働力人口を増大させることを念頭に、“安心な社会保障”の実現を目指す。「生涯現

役社会」の実現に向け、平均寿命の延伸に合わせた年金受給年齢の引き上げや定年制の

延長・撤廃を検討するとともに、「高齢者」の定義見直しを図る。また、「自助と家族の

支え合い」をベースにし、年金・医療の制度改革を図り、「積み立て方式」への随時移

行を検討する。 

 

〇財政再建・税制 



・国家財政に経営的視点を持って眺めつつ、正しい経済政策と明確な経済成長戦略の実

施による経済成長の達成で、中長期的な財政再建・健全財政の実現を目指す。基礎的財

政収支（プライマリーバランス、PB）の黒字化目標を廃止するとともに、“累積債務残

高／GDP”を財政再建の指標として採用する。 

・公正かつ安くて簡素な税体系の構築を目指す。消費税・法人税減税を実施すると同時

に、所得税に関しても一律減税を図るとともに、過度な累進制度の見直しを図る。中長

期的には給付付き税額控除や、フラットタックスを将来的に導入することを検討する。 

 

〇未来産業振興・インフラ整備 

・技術革新や新産業の方向性は、企業などが経済活動を行う中で“自生的”に決まって

いくのであり、ベンチャー企業を含めた民間企業こそが新産業を創出する主体なのであ

ると捉える。したがって、国は、民間部門が新産業の種を次々に生み出すことができる

よう、減税や規制緩和など経済活動の「自由の領域」の拡大に努める必要があると考え

る。そして、技術革新や産業の発展度合に応じた法整備を随時検討していく。 

・基幹産業化が期待される分野のうち、宇宙産業など、研究開発に巨額の資金を必要と

し、民間企業だけに委ねていると投資が充分に行われないような分野に関しては、国は

戦略性をもって大胆投資を行い、その振興を図っていく必要がある。 

・中長期的な財政計画と整合性を持たせながら、リニア新幹線の全国整備を含めたハー

ド・インフラの整備と維持・補修を図るとともに、AI や自動運転をはじめとした未来

科学の到来を念頭にしたソフト・インフラの整備、物流網のあり方を含めた都市計画に

ついて検討を進めていく。 

・農林水産業の魅力向上と国際競争力向上を図る。さらには世界の人口増に伴って生じ

る食糧危機を回避すべく、陸上養殖技術の向上など新しいカロリー源の開発に向けた支

援策を講じる。 

 

〇エネルギー 

・GDP 倍増に伴う電力需要に見合ったエネルギー・ミックスのあり方について検討を

進める。「安価で安定的な電力供給網」の整備を念頭に、原発の再稼働や新増設を進め

るとともに、核融合、地熱発電などに対する新エネルギー開発も合理性をもって進める。

また、エネルギー安全保障の観点から、エネルギー資源調達の多様化を図っていく。 

 

〇教育 

・日本の未来を開く人材の輩出に向けた教育を実現。国家統制型の教育を改め、教育の

自由化を推進して公教育の質向上を促進する。また、道徳・宗教・歴史教育を充実させ

ることで子供たちの人間性、愛国心を育み、企業家教育の充実により起業家精神やリス

ク管理について学べるようにし、日本経済を牽引する企業家を輩出する土壌を形成する。 



国防・外交ビジョン 

〇国防の抜本強化 

・国の独立や国民の生命・安全を守り抜くために日米同盟を強固なものとしつつ、誇り

ある主権国家として、「自分の国は自分で守る」体制構築を図っていく。 

・憲法９条の全面改正や防衛費の持続的拡大、中長期的な防衛装備のあり方の検討など

に取り組み、抑止力の抜本的強化を図る。 

・産業競争力強化につながる防衛技術力の向上を念頭に、防衛産業への投資拡大のあり

方について検討する。 

 

〇明確な外交戦略の構築 

・安全保障協力や同盟関係の構築、経済・貿易の協力関係の構築、神の正義に基づいた

国際ルール作り、戦略的な ODAの実施、広報文化外交、民間外交のあり方など、自由、

民主、信仰の実現に向けた明確な国家戦略を構築する。 

・日米同盟を基軸としつつも、英国やロシアとの関係強化も図るなど、展開すべき外交

戦略を検討する。 

 

〇対中・対北朝鮮 

・地域の平和確保のための最重要課題として、覇権主義にひた走る中国の抑止、人権抑

圧的な体制変更に向けて取り組んでいく。 

・日米が結束して、引き続き非核化に向けた対北圧力をかけ続けるとともに、国際社会

の監視のもと、着実に非核化プロセスを進展させ、北朝鮮の改革を進めていく。 

 

 

（以上） 


